
６　基本構想の推進にあたって　（２） 将来を見据えた行財政運営を推進する（効率的・効果的な行政システムの確立、人材の育成、健全財政の堅持、広域行政の推進、民間活力の活用）　
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1
保健福祉総合
相談・案内窓
口事業

健康福祉局
健康福祉総

務課

○事業開始年度　平成14年度

【概　 要】保健や福祉に関することで相談先の分からない市民や、
保健と福祉部門の１つの課では対応困難な問題を抱えた市民の
ための相談窓口を設置することにより、市民の利便性の向上を図
る。
【対象者】全市民
【具体的な活動内容】
・保健・福祉に関する相談、保健・福祉に関する情報の提供、健康
福祉局内各課等への案内等

市
単

[概算コスト]
16,454

（内訳）
・決算額
16,025
・人件費
　　429
　（0.10人）

[概算コスト]
15,859

（内訳）
・決算額
15,432
・人件費
　　427
　（0.10人）

[概算コスト]
16,086

（内訳）
・決算額
15,662
・人件費
　　424
　（0.10人）

[概算コスト]
17,073

（内訳）
・予算額
16,649
・人件費
　　424
　（0.10人）

窓口従事者
数

（単位：人）

[目標値]
6

[実績値]
6

<達成率>
100%

[目標値]
6

[実績値]
6

<達成率>
100%

[目標値]
6

[実績値]
6

<達成率>
100%

[目標値]
6

相談件数

（単位：件）

[目標値]
3,290

[実績値]
1,967

<達成率>
59.8%

[目標値]
3,402

[実績値]
2,536

<達成率>
74.5%

[目標値]
3,416

[実績値]
4,147

<達成率>
121.4%

[目標値]
3,430

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ○ △ ◎ － Ｂｂ Ｂｂ

事業手段の見直し（事務事業の統
合・振替）

（理由）
　局内各課に配置されている専門相
談員について、各課での必要性を検
証したうえで、総合窓口として集約・
統合することにより、市民の利便性
の向上及びより効率的な実施を図る
べきである。

2
行政評価シス
テム事業

総務局
行政管理課

○事業開始年度　平成13年度

【概　 要】本市の総合計画の効率的かつ計画的な推進に資すると
ともに、市民の視点に立った成果重視型の行財政運営の実現を図
るために、行政評価（事務事業評価）を実施する。
【対象者】事務事業
【具体的な活動内容】
・事務事業評価の実施

市
単

[概算コスト]
2,415

（内訳）
・決算額
1,128
・人件費
1,287
　（0.30人）

[概算コスト]
4,945

（内訳）
・決算額
  679
・人件費
4,266
　（1.00人）

[概算コスト]
5,382

（内訳）
・決算額
1,137
・人件費
4,245
　（1.00人）

[概算コスト]
5,765

（内訳）
・予算額
1,520
・人件費
4,245
　（1.00人）

事務事業評
価数（中間
評価）

（単位：件）

[目標値]
-

[実績値]
-

<達成率>
-％

[目標値]
387

[実績値]
387

<達成率>
100％

[目標値]
365

[実績値]
365

<達成率>
100％

[目標値]
274

総合計画の
効率的かつ
計画的な推
進及び成果
重視型の行
財政運営

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ － Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　第三者機関による外部評価も導入
し、より効率的な行政評価システム
の構築が進んできており、実施すべ
きである。

3
庁舎等整備事
業

総務局
管財課

○事業開始年度　平成15年度

【概　 要】みなと大通り別館の整備を行うことにより、市民サービス
の向上や行政需要の増大に対応する。
【対象者】市民・職員
【具体的な活動内容】
・建物の内部改修により、事務室・会議室、倉庫等を整備してい
る。また、外壁改修も行っている。
　平成１６年度　　１階の一部、４階～６階の整備
　平成１７年度　　２階、３階、７階の整備、外壁改修（東面、塔屋）
　平成１８年度　　地下１、２階、外壁改修（西・南・北面）

市
単

[概算コスト]
1,934,591

（内訳）
・決算額
1,928,155
・人件費
     6,436
　（1.50人）

[概算コスト]
460,456

（内訳）
・決算額
451,925
・人件費
 　8,531
　（2.00人）

[概算コスト]
184,854

（内訳）
・決算額
179,760
・人件費
   5,094
　（1.20人）

[概算コスト]
113,854

（内訳）
・予算額
108,760
・人件費
    5,094
　（1.20人）

事業費

（単位：千
円）

[目標値]
1,928,155

[実績値]
1,928,155

<達成率>
100％

[目標値]
451,925

[実績値]
451,925

<達成率>
100％

[目標値]
179,760

[実績値]
179,760

<達成率>
100％

[目標値]
108,760

整備面積

（単位：㎡）

[目標値]
-

[実績値]
-

<達成率>
-％

[目標値]
2,984

[実績値]
2,984

<達成率>
100％

[目標値]
1,147

[実績値]
1,147

<達成率>
100％

[目標値]
732

◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ － Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　市民サービスの向上及び行政需要
の増大に対応するため、みなと大通
り別館の整備を行う必要があり、実
施すべきである。

4

住民基本台帳
ネットワークシ
ステム運営経
費

企画部
情報政策課

○事業開始年度　H13年度

【概　 要】全国の市町村を結ぶネットワークシステムにより本人確
認を容易に行うことができるなど、住民サービスの向上を図る。
【対象者】 　全市民
【具体的な活動内容】
・市町村の区域を越えた住民基本台帳に関する事務の処理
・法律で定める国の行政機関等に対する本人確認情報の提供

市
単

[概算コスト]
28,500

（内訳）
・決算額
27,642
・人件費
 　 858
　（0.20人）

[概算コスト]
30,826

（内訳）
・決算額
29,973
・人件費
    853
　（0.20人）

[概算コスト]
29,545

（内訳）
・決算額
28,696
・人件費
    849
　（0.20人）

[概算コスト]
29,495

（内訳）
・予算額
28,646
・人件費
    849
　（0.20人）

本人確認情
報の国・県
への送付件
数

（単位：件）

[目標値]
550,978

[実績値]
550,978

<達成率>
100％

[目標値]
601,185

[実績値]
601,185

<達成率>
100％

[目標値]
603,231

[実績値]
603,231

<達成率>
100％

[目標値]
603,231

国等の本人
確認情報の
利用率

（単位：％）

[目標値]
25.00

[実績値]
27.14

<達成率>
108.6％

[目標値]
25.00

[実績値]
22.65

<達成率>
90.6％

[目標値]
25.00

[実績値]
23.20

<達成率>
92.8％

[目標値]
25.00

○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　住民基本台帳法に基づく事業であ
る。

5

住民基本台帳
ネットワークシ
ステム運用経
費

市民局
市民課

○事業開始年度　平成13年度

【概　 要】住民基本台帳のネットワーク化をはかり、４情報（氏名、
住所、生年月日、性別）と住民票コード等により、全国共通の本人
確認を可能とするシステム。行政区画を超えた市民サービスの提
供を可能とすると共に、国等の行政事務の効率化を図るもの。
【対象者】全市民
【具体的な活動内容】
・全国の都道府県及び市町村を通信回線で結び、全国規模で本
人確認を行うシステム。このネットワークシステムの２次稼動（平成
１５年）では、住民票の写しの広域交付や転入転出届の特例処
理、住民基本台帳カードの交付が受けられるようになった。

県
補
助

[概算コスト]
27,776

（内訳）
・決算額
  6,323
・人件費
21,453
　（5.00人）

[概算コスト]
23,959

（内訳）
・決算額
  2,631
・人件費
21,328
　（5.00人）

[概算コスト]
25,853

（内訳）
・決算額
  4,629
・人件費
21,224
　（5.00人）

[概算コスト]
26,723

（内訳）
・予算額
  5,499
・人件費
21,224
　（5.00人）

住民基本台
帳カード発
行件数

（単位：件）

[目標値]
2,000

[実績値]
  815

<達成率>
40.8％

[目標値]
2,100

[実績値]
2,110

<達成率>
100.5％

[目標値]
2,100

[実績値]
2,036

<達成率>
97.0％

[目標値]
2,100

広域交付住
民票発行件
数

（単位：件）

[目標値]
200

[実績値]
234

<達成率>
117.0％

[目標値]
330

[実績値]
327

<達成率>
99.1％

[目標値]
330

[実績値]
321

<達成率>
97.3％

[目標値]
330

○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ △ ○ ○ Ａ Ｂｃ

事業手段の見直し（その他）

（理由）
　カードの発行件数を増やすため、
今後も広報誌などを活用して市民へ
のさらなる広報に努めるべきである。

6
土地評価シス
テム事業

総務局
資産税課

○事業開始年度　平成元年度

【概　 要】土地評価の適正化を図るため、土地における利便性・快
適性・収益性等に係る全ての条件（地価形成要因）と地価との関係
について高度な専門的技術を用いて電算解析を行い、路線価格を
付設する業務を行う。
【対象者】路線価で評価する土地の所有者
【具体的な活動内容】・３年毎の評価替えにあわせて、初年度に計
画準備、地価形成要因及び用途地区・状況類似地域の見直しな
ど、次年度に標準宅地及び路線区分の見直し、仮路線価の算出
など、最終年度に土地価格比準表の作成及び見直し、路線価算
出などを行い、路線価を付設する。

市
単

[概算コスト]
16,287

（内訳）
・決算額
14,571
・人件費
  1,716
　（0.40人）

[概算コスト]
29,531

（内訳）
・決算額
27,825
・人件費
  1,706
　（0.40人）

[概算コスト]
21,648

（内訳）
・決算額
19,950
・人件費
  1,698
　（0.40人）

[概算コスト]
22,698

（内訳）
・予算額
21,000
・人件費
 1,698
　（0.40人）

路線に価格
を付設

（単位：路線
本数）

[目標値]
21,570

[実績値]
21,570

<達成率>
100％

[目標値]
21,753

[実績値]
21,753

<達成率>
100％

[目標値]
22,373

[実績値]
22,373

<達成率>
100％

[目標値]
23,500

市内間の土
地評価の均
衡と課税の
公平・適正
化

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ － Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　土地評価の適正化を図るため、全
ての路線価格を付設することは必要
であり、実施すべきである。

7
建築行政の高
度情報化推進
事業

建設局
建築指導課

○事業開始年度　平成7年度

【概　 要】建築確認データ管理システムを活用して、建築確認事務
処理の効率化、本市建築行政の高度情報化を推進する。
【対象者】全市民
【具体的な活動内容】
・申請データをベースに確認済証等や諸証明の交付、県報告の作
成及び完了検査の未申請者への催促
・指定確認検査機関の申請データを含めた統計作成及び概要書
閲覧の対応

市
単

[概算コスト]
10,779

（内訳）
・決算額
 2,198
・人件費
 8,581
　（2.00人）

[概算コスト]
 8,703

（内訳）
・決算額
   172
・人件費
 8,531
　（2.00人）

[概算コスト]
 8,490

（内訳）
・決算額
　
・人件費
 8,490
　（2.00人）

[概算コスト]
 9,648

（内訳）
・予算額
 1,158
・人件費
 8,490
　（2.00人）

建築確認等
の受付件数

（単位：件）

[目標値]
7,090

[実績値]
7,090

<達成率>
100％

[目標値]
7,508

[実績値]
7,508

<達成率>
100％

[目標値]
8,286

[実績値]
8,286

<達成率>
100％

[目標値]
8,286

建築確認業
務の円滑な
実施

[目標値]

[実績値]
　

<達成率>

[目標値]

[実績値]
　

<達成率>

[目標値]

[実績値]
　

<達成率>

[目標値]

○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　建築確認事務処理の効率化、本市
建築行政の高度情報化を推進する
ため、建築確認データ管理システム
の活用が必要である。

効率性 有効性主な活動指標 主な成果指標

№ 事務事業名 事業実施課 事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円）
一　　次　　評　　価 二　　次　　評　　価

評
価
結
果

評価理由

評
価
結
果

達成度 妥当性



６　基本構想の推進にあたって　（２） 将来を見据えた行財政運営を推進する（効率的・効果的な行政システムの確立、人材の育成、健全財政の堅持、広域行政の推進、民間活力の活用）　

公平性

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 指標名 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 指標名 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度
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標
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成
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況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
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市
の
関
与

事
業
手
法
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コ
ス
ト
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向
上
へ
の
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直
し

施
策
効
果

受
益
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負
担
の
見
直
し

効率性 有効性主な活動指標 主な成果指標

№ 事務事業名 事業実施課 事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円）
一　　次　　評　　価 二　　次　　評　　価

評
価
結
果

評価理由

評
価
結
果

達成度 妥当性

8
固定資産情報
管理システム
事業

総務局
資産税課

○事業開始年度　平成７年度

【概　 要】航空写真等のデータベースを利用することにより、土地・
家屋の現況を正確に把握し課税の適正化を図る。
【対象者】市街化区域内に土地・家屋を所有する納税者
【具体的な活動内容】賦課期日(評価替え年の1月1日)に撮影した
航空写真をデータ化した後、登記済通知書等をもとに土地・家屋そ
れぞれの地番・家屋現況図の経年変化修正を行うのに加えて、前
回撮影した写真と判読照合を行い異動地目及び異動家屋を把握
したり、住宅用地認定の適用の正誤を判断することなどによって土
地・家屋の現況を正確に把握する。

市
単

[概算コスト]
47,022

（内訳）
・決算額
45,735
・人件費
  1,287
　（0.30人）

[概算コスト]
33,133

（内訳）
・決算額
31,853
・人件費
  1,280
　（0.30人）

[概算コスト]
34,582

（内訳）
・決算額
33,309
・人件費
  1,273
　（0.30人）

[概算コスト]
39,026

（内訳）
・予算額
37,753
・人件費
  1,273
　（0.30人）

土地・家屋
現況把握

（単位：件）

[目標値]
398,000

[実績値]
398,000

<達成率>
100％

[目標値]
405,000

[実績値]
405,000

<達成率>
100％

[目標値]
407,000

[実績値]
407,000

<達成率>
100％

[目標値]
407,000

課税客体で
ある土地・
家屋の現況
を正確に把
握すること
による課税
の公平・適
正化

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ － Ａ Ｂｃ

事業手段の見直し（その他）

（理由）
　課税の適正化のため、システムは
必要であるが、実施を予定している
統合型GISのデータを活用するなど、
コスト縮減に努めるべきである。

9
福祉総合情報
システム運営
経費

健康福祉局
保護第一課

○事業開始年度　平成15年度

【概　 要】福祉総合情報システムを効果的に活用していくための稼
働支援を実施する。また搭載されている機能を拡張し、利便性の
向上と事務の効率化を図る。
【対象者】福祉サービス受給者
【具体的な活動内容】
・システムの保守管理、法改正や制度改正によるシステム改修（１
８年度は障害者自立支援法や介護保険法改正等に対応予定）

国
補
助

[概算コスト]
8,317

（内訳）
・決算額
6,601
・人件費
1,716
　（0.40人）

[概算コスト]
221,097

（内訳）
・決算額
219,391
・人件費
1,706
　（0.40人）

[概算コスト]
65,293

（内訳）
・決算額
63,595
・人件費
1,698
　（0.40人）

[概算コスト]

（内訳）
・予算額

・人件費

　（　　人）

システム設
置箇所

（単位：箇
所）

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]
17

[実績値]
17

<達成率>
100％

[目標値]
18

[実績値]
18

<達成率>
100％

[目標値]
18

迅速なｻｰﾋﾞ
ｽ・情報の
提供及び事
務の軽減

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]
　

[実績値]

<達成率>

[目標値]

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ － Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　複雑多様化している福祉制度に関
する情報を、迅速に提供することで
利便性の向上を図るとともに、効率
的な事務運営を図るため、必要な事
業である。

10
情報セキリュ
ティ対策事業

企画部
情報政策課

○事業開始年度　平成14年度

【概　 要】本市の情報資産を脅威から防御するため、監査の実施、
機器や技術の導入、職員研修の実施など情報セキュリティ対策の
強化を行う。
【対象者】対象物は市の情報資産、対象者は職員・委託業者等
【具体的な活動内容】
・情報セキュリティ監査の実施
・職員研修の実施　等

市
単

[概算コスト]
9,695

（内訳）
・決算額
8,408
・人件費
1,287
　（0.30人）

[概算コスト]
6,057

（内訳）
・決算額
4,777
・人件費
1,280
　（0.30人）

[概算コスト]
6,318

（内訳）
・決算額
5,045
・人件費
1,273
　（0.30人）

[概算コスト]
7,708

（内訳）
・予算額
6,435
・人件費
1,273
　（0.30人）

情報化セミ
ナー等のセ
キュリティ
研修実施回
数

（単位：回）

[目標値]
30

[実績値]
30

<達成率>
100％

[目標値]
60

[実績値]
60

<達成率>
100％

[目標値]
15

[実績値]
15

<達成率>
100％

[目標値]
15

研修対象者
の受講数

（単位：人）

[目標値]
796

[実績値]
669

<達成率>
84.0％

[目標値]
758

[実績値]
724

<達成率>
95.5％

[目標値]
473

[実績値]
417

<達成率>
88.2％

[目標値]
500

○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ － Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　情報資産を守るために、職員のセ
キュリティ意識やシステムのセキュリ
ティ対策を向上させる必要がある。

11
「電子市役所」
運営事業

企画部
情報政策課

○事業開始年度　平成13年度

【概　 要】ITを活用して、市民サービスの質的向上や行政の効率化
を図るため、電子申請システム並びに文書管理システムの運用を
行う。
【対象者】全市民及び全職員
【具体的な活動内容】
・ＩＴを活用した各種システムの構築（文書管理システム、電子申請
システム等）
・ＬＧＷＡＮの運用

市
単

[概算コスト]
61,882

（内訳）
・決算額
53,301
・人件費
 8,581
　（2.00人）

[概算コスト]
79,888

（内訳）
・決算額
71,357
・人件費
 8,531
　（2.00人）

[概算コスト]
64,974

（内訳）
・決算額
61,578
・人件費
 3,396
　（0.80人）

[概算コスト]
62,454

（内訳）
・予算額
59,058
・人件費
  3,396
　（0.80人）

電子申請が
可能な手続
きの数

（単位：手
続）

[目標値]
-

[実績値]
-

<達成率>
-％

[目標値]
50

[実績値]
48

<達成率>
96.0％

[目標値]
100

[実績値]
100

<達成率>
100％

[目標値]
120

電子申請の
利用件数

（単位：件）

[目標値]
-

[実績値]
-

<達成率>
-％

[目標値]
100

[実績値]
  51

<達成率>
51.0％

[目標値]
200

[実績値]
161

<達成率>
 80.5％

[目標値]
300

○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ － Ａ Ｂｃ

事業手段の見直し（その他）

（理由）
　電子申請の利用件数が少ないこと
から、利用増となるようさらに周知に
努めるべきである。

12

住民基本台帳
カード複合利
用システム運
用事業

企画部
情報政策課

○事業開始年度　平成14年度

【概　 要】住基カードを利用した自動交付機を設置し証明書を発行
することにより、住基カードの普及率向上と市民サービスの向上を
図る。
【対象者】　全市民
【具体的な活動内容】
・住基カードを利用した自動交付機による証明書発行

市
単

[概算コスト]
21,972

（内訳）
・決算額
20,685
・人件費
  1,287
　（0.30人）

[概算コスト]
9,806

（内訳）
・決算額
8,526
・人件費
1,280
　（0.30人）

[概算コスト]
11,123

（内訳）
・決算額
10,274
・人件費
    849
　（0.20人）

[概算コスト]
11,358

（内訳）
・予算額
10,509
・人件費
    849
　（0.20人）

自動交付機
を設置した
台数

（単位：台）

[目標値]
-

[実績値]
-

<達成率>
-％

[目標値]
1

[実績値]
1

<達成率>
100％

[目標値]
1

[実績値]
1

<達成率>
100％

[目標値]
1

発行された
証明書数

（単位：件）

[目標値]
-

[実績値]
-

<達成率>
-％

[目標値]
100

[実績値]
100

<達成率>
100％

[目標値]
200

[実績値]
343

<達成率>
171.5％

[目標値]
400

○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　住基カードの普及率向上と市民
サービスの向上を図るため、自動交
付機の設置は必要であり、実施すべ
きである。

13
職員提案募集
事業

総務局
行政管理課

○事業開始年度　昭和62年度

【概　 要】時代に即応した行政を推進するため、市政全般にわたる
施策・事務事業等に関し職員に斬新な着想や改善意見を求め、そ
の提案を実施することにより、行政効率の向上及び職員の士気の
高揚に努める。
【対象者】企業及び消防局を除く全職員
【具体的な活動内容】
・職員提案の募集及び表彰

市
単

[概算コスト]
523

（内訳）
・決算額
 94
・人件費
429
　（0.10人）

[概算コスト]
454

（内訳）
・決算額
 27
・人件費
427
　（0.10人）

[概算コスト]
438

（内訳）
・決算額
 14
・人件費
424
　（0.10人）

[概算コスト]
567

（内訳）
・予算額
143
・人件費
424
　（0.10人）

提案件数

（単位：件）

[目標値]
24

[実績値]
24

<達成率>
100％

[目標値]
24

[実績値]
13

<達成率>
54.2％

[目標値]
24

[実績値]
48

<達成率>
200％

[目標値]
28

職員の士気
高揚

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ － Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　行政効率の向上及び職員の士気
高揚を図るため、職員提案は必要で
あり、また、提案件数も増加している
ことから、実施すべきである。

14
都市政策研究
会等の開催事
業

企画部
企画調整課

○事業開始年度　平成７年度

【概　 要】地域開発に専門的ノウハウを有する日本政策投資銀行
とともに、今後、本市が長期的観点から取り組むべき政策課題に
ついて、専門家の講演や意見交換等を通じて調査・研究を行う。ま
た、本市総合計画の進捗状況等を踏まえながら、重点的に検討を
行うべきテーマを設定し、関係部局の職員を対象として、専門家を
講師としたセミナーを開催する。
【対象者】企画調整課及び関係部局の職員
【具体的な活動内容】・都市政策研究会：１回開催予定（銀行本店）
・鹿児島政策研究会：４回開催予定（於：銀行南九州支店）
・まちづくりセミナー：２回開催予定（於：本市施設）

市
単

[概算コスト]
706

（内訳）
・決算額
491
・人件費
215
　（0.05人）

[概算コスト]
577

（内訳）
・決算額
364
・人件費
213
　（0.05人）

[概算コスト]
666

（内訳）
・決算額
454
・人件費
212
　（0.05人）

[概算コスト]
1,004

（内訳）
・予算額
  792
・人件費
  212
　（0.05人）

まちづくりセ
ミナーの参
加者数

（単位：人）

[目標値]
70

[実績値]
89

<達成率>
127.1％

[目標値]
70

[実績値]
89

<達成率>
127.1％

[目標値]
70

[実績値]
90

<達成率>
128.6％

[目標値]
70

職員の政策
立案能力の
向上

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ － ◎ ◎ － Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　本市の政策課題について、調査・
研究等を行い、課題への対応を図る
とともに、本市職員の政策能力の向
上等のためにも必要な事業である。



６　基本構想の推進にあたって　（２） 将来を見据えた行財政運営を推進する（効率的・効果的な行政システムの確立、人材の育成、健全財政の堅持、広域行政の推進、民間活力の活用）　

公平性

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 指標名 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 指標名 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

指
標
の
達
成
状
況

指
標
の
目
標
水
準

事
業
の
必
要
性

市
の
関
与

事
業
手
法

事
業
の
統
合

コ
ス
ト
縮
減
の
工
夫

成
果
向
上
へ
の
見
直
し

施
策
効
果

受
益
者
負
担
の
見
直
し

効率性 有効性主な活動指標 主な成果指標

№ 事務事業名 事業実施課 事　　業　　概　　要
財
源

概算コスト（単位：千円）
一　　次　　評　　価 二　　次　　評　　価

評
価
結
果

評価理由

評
価
結
果

達成度 妥当性

15
公共建築物ス
トックマネジメ
ント事業

建設局
建築課
設備課

○事業開始年度　平成17年度

【概　 要】既存公共建築物について、施設情報の一元化､共有化を
図り、中長期保全計画等に基づく計画的な維持保全（改修）を行
う。また、適正な日常の維持管理、定期的な点検等を実施する。
【対象者】　既存公共建築物の管理者
【具体的な活動内容】
・実態基礎調査　Ｈ17～Ｈ18年度　612棟
(調査対象は学校・住宅を除く概ね１００㎡以上の建築物）
・公共建築物ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ検討委員会、幹事会等の開催
(平成17年度各2回開催、平成18年度委員会2回幹事会３回開催予
定)

市
単

[概算コスト]

（内訳）
・決算額
　
・人件費
 
　（　人）

[概算コスト]

（内訳）
・決算額
　
・人件費
 
　（　人）

[概算コスト]
20,961

（内訳）
・決算額
16,716
・人件費
 4,245
　（1.00人）

[概算コスト]
35,391

（内訳）
・予算額
26,901
・人件費
 8,490
　（2.00人）

建築物の実
態基礎調査
棟数

（単位：棟）

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]
234

[実績値]
234

<達成率>
100％

[目標値]
378

施設情報を
一元化し、
計画的な維
持保全を図
る

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

[実績値]

<達成率>

[目標値]

○ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ － Ａ Ａ

現状のまま継続

（理由）
　既存公共建築物について、施設情
報の一元化､共有化を図り、中長期
保全計画等に基づく計画的な維持保
全を行うことは必要である。


